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　農林水産政策研究所は、農林水産省の行政部局に農林水産政策の推進方向に対応した政策の選択肢を
提言するとともに、研究における人的交流の拡大を目的として大学を始めとした研究機関等との連携を
強化した「連携研究スキームによる研究」を実施しています。

１．水産の成長産業化を支える新たな仕組
みの必要性

　「水産政策の改革について」と題される政府方針
（2018年６月）が打ち出されたことを受けて、漁業
法は「70年ぶり」といわれる大改正が行われ、総量
規制制度の導入、漁業権制度の見直し、さらには漁
場管理制度の創設などの改革が行われた。その結
果、漁業法はそれまでの「調整法的」役割から「資
源管理法的」役割へとその法的性格を大きく転換さ
せ、そして大臣許可漁業を対象として、生産性の向
上に努めることを許可漁業者の責務として課し、生産
性を勘案する許可方針が打ち出されるようになった。
　また、Society�5.0社会の実現に向けて、水産バ
リューチェーンの構築や流通合理化を通じてスマー
ト水産業の実現を目指している。さらに、「成長戦
略」の一環として、水産物の輸出促進のための認証
制度の利活用が打ち出された。こうした政策目標の
実現に向けて、改正漁業法で導入された新たな漁業
管理制度のグローバルスタンダード化の可能性、漁
業における生産性を的確に把握する手法開発、新た
な水産バリューチェーンを構築するための流通シス
テムイノベーションの創出、さらには輸出競争力を
強化するための効果的な輸出振興戦略などについて
検討することが重要な政策的課題となっている。
　そこで、本研究では自然科学的手法と社会科学的
手法の融合により、中長期的な視点に立って、ポス
ト新型コロナウイルス時代における食料安全保障に
寄与するため、漁業生産から加工流通さらには消費
に至るまでの国産水産フードチェーンにおけるボト
ルネック的な政策課題に焦点を当て、日本水産業の
成長産業化を支える強固な供給の仕組みを構築する
ための政策論的研究を行った。ここでは、紙幅の制
約上特に①漁業の生産性の評価、②世界のフードシ
ステムとの接続を図るためのエコラベル認証制度の
評価、の二つの項目をめぐる研究について紹介する。

２．漁業の生産性評価をめぐって
　漁業における生産性の向上は1960年代から繰り返
されてきた政策課題であるが、とくに近年では「我

が国企業の最大の課題は生産性向上だ」との基本認
識の下で、中小企業の生産性向上を図ることが至上
命題となった。水産政策の改革においても漁業の生
産性の向上が最重要な政策テーマの一つと位置付け
られている。本研究では、他産業や諸外国の生産性
評価の手法を参考にしながら、漁業に適した生産性
の考え方を整理したうえで、その定義や基準設定の
あり方、さらには生産性を評価するための効果的な
評価指標を開発し、ギンザケ養殖業、サンマ棒受け
網漁業、マグロはえ縄漁業の生産性を計測した。
　そのうえで、漁業の生産性を評価する際の配慮す
べき事項を検討した（図１）。議論をシンプルにす
るために、一般的な概念として、生産性を投入した
ある経営資源（たとえば、資本、労働、あるいは時
間等）量（A）に対して、一連の生産・経営活動に
よって生み出される成果（生産量、生産額、付加価
値や利益等）（B）との比（＝B/A）として捉える
ことにする。生産性はアウトプットである分子（B）
と、インプットである分母（A）の中身によって、
意味合いが若干異なるが、生産性の向上はインプッ
トが少なければ、あるいはアウトプットが多ければ
実現されることになる。
　漁業においては、Aとして最も意識されるのは労
働であるが、生産性を向上させるためにAを無制限
に削減することには無理がある。なぜなら、漁業は
自然産業であり、労働集約的な作業が必要なことな

図１　漁業の生産性評価をめぐる配慮事項
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どから、過剰労働の回避や労災の予防を図るための
最低限の人員確保、あるいは防災や集団作業、くら
しの維持のための地域コミュニティを維持するため
の最低限の人員が必要（地域の持続性への配慮）に
なるからである。また、Bを高めるためには漁獲量
を増やすこと、あるいは価格をあげることなどが有
効な方策となるが、前者においては資源や漁業管理
制度による制約（資源の持続性への配慮、制度的整
合性への配慮）があり、後者においては消費者利益

（消費者余剰）への考慮（社会的受容性への配慮）
が求められる。このように、漁業において生産性の
向上を図るためには、雇用確保・地域コミュニティ
の維持、資源管理・漁業管理の制約、社会的余剰の
最大化といった制約を受けながら検討する必要があ
る。そうした制約の中で、漁業の生産性を具体的に
評価するには個別経営レベル（ミクロレベル）と産
業全体のレベル（マクロレベル）という二つのレベ
ルがあり、個別経営の生産性を評価すると同時に、
それが産業全体（あるいは他産業との比較）の中で
どの水準にあるのかを的確に判断するための基準作
りが必要不可欠となる。

３．水産物エコラベルをめぐって
　環境認証制度としての水産物エコラベル認証制度
とは、水産物・水産業・漁業の持続性を目指し、市
場メカニズムを通じた消費者参加を前提としなが
ら、客観的な基準に基づく漁業資源の管理・海洋環
境の保全を図る社会的な仕組みである。20世紀に
入って急速に進む資源・環境・生態系への破壊を食
い止めるためには、資源管理・環境保護・生態系維
持が必要であり、資源の持続的利用が世界的な課題
として認識されるようになった。1992年にリオデ
ジャネイロで開催された国連環境開発会議において
採択された「アジェンダ21」を契機に、持続可能な
開発が目標として提起され、それに向けた手法の一
つとしてエコラベルが認知されるようになった。そ
の後、1995年にFAOが「責任ある漁業のための行
動規範」を公表した。FAOの規範では、消費者に
も「責任ある消費」を求め、これまで生産者側が
払ってきた資源管理のコストを、消費者側にも自ら
の行動でプレミアム支払いを行うことで、資源管理
の費用を負担していただくことが指向された。この
ように、エコラベル認証制度は、従来の「市場任
せ」や「行政任せ」、さらには「利用者任せ」の資
源利用管理に際しての「市場の失敗」「政府の失敗」、
さらには「コモンズの悲劇」といった管理の限界を
克服することを目指して、消費者にも資源管理活動
に参加していただく「消費者参加型管理」の仕組み
として開発されている。
　FAOの規範を受けて、1997年にMSCが世界初の
水産物エコラベル認証制度として発足され、2000年
代に入ってから急発展を遂げている。日本では、現
在、主に５つの認証制度が運用されている。国際認
証制度としてはMSCおよびASC、地域認証制度と

してはMEL、AELおよびSCSAなどがある。MSC、
MELが天然資源を対象とした漁船漁業を対象とし
ているのに対して、ASC、AEL、SCSAは養殖漁業
を対象とした認証制度である。欧米の一部の国にお
いては、こうしたエコラベル認証がいわば市場へア
クセスするための基本ツールとしての機能が実質的
に付与されている。
　本研究では（注）、輸出の一層の振興に向けて、2019
年12月に世界水産物持続可能性イニシアチブ（以
下、GSSI）から国際標準を満たす水産物エコラベ
ルであることが承認された日本発エコラベルであ
る、マリン・エコラベル・ジャパンの新規格MEL�
ver.2の実質的なグローバルスタンダード化の可能
性を明らかにした。具体的には、各国エコラベルの
基礎情報の収集とともに、水産物エコラベルに対す
る国内外のニーズの把握、日本発エコラベルのグ
ローバルスタンダード化に向けた諸条件の解明、な
どに取り組んだ。その結果、日本発エコラベル
MELは、その規格のver.2へバージョンアップと
GSSIによる国際標準化の承認を経て、認証漁業に
おける大規模漁船や受動的漁法の割合が増加したと
いう変化を示しつつも、国内漁業の総認証漁船数は
依然としてMSCを圧倒しており、同じGSSI承認を
持つMSCとの棲み分けが存在することを明らかに
した。これはMELがMSCによって評価できていな
い日本漁業の価値を評価していることを意味してい
る。また、水産物エコラベルに対する日本国内の小
売価格プレミアムは有意な結果は得られなかったも
のの、世界全体では10.2％のプレミアムが存在する
ため、MELという仕組みを上手く活用することで、
日本漁業の輸出振興に役立てる可能性があることが
明らかとなった。ただし、MELは国際標準化され
た後もフードチェーンにおける海外の小売段階では
知名度が低く、販路開拓の意味ではMSCに及んで
いないことも示され、真の意味でグローバルスタン
ダード化していくうえでの工夫が求められる。

４．今後の課題
　水産政策を対象とした初の連携研究スキームとの
ことで、多くの政策課題に意欲的に応えようとした
本研究内容はややもすれば広がりすぎた感もあった
ものの、３年にわたる研究助成と10名の共同研究者
のご尽力のお陰で所与の目標は達成できた。この場
をお借りして関係者の皆様方にお礼申し上げたい。
今後、本研究の成果を政策の現場に還元していくた
めにも、より効果的なデータの収集協力体制の構築
やより精緻な解析などが必要である。

注：以下は大石太郎「日本発エコラベルのグローバルスタンダー
ド化の検討」（農林水産政策研究所『農林水産政策研究所連
携研究スキームによる研究（2020年度～2022年度　委託研
究課題テーマ３）国内外の諸制度を踏まえた国産水産物の
供給体制の構築に関する研究報告書』）より引用。

－13－ No.116 2023.11





アクセシビリティレポート





		ファイル名 : 

		231130_pr116_08.pdf









		レポートの作成者 : 

		



		組織 : 

		







[環境設定／ユーザー情報ダイアログで個人と組織の情報を入力します。]



概要



文書のアクセシビリティの完全性を損なう可能性がある問題点が検出されました。





		手動チェックが必要: 2



		手動チェックに合格: 0



		手動チェックに不合格: 0



		スキップ: 1



		合格: 28



		不合格: 1







詳細レポート





		文書





		ルール名		ステータス		説明



		アクセシビリティ権限フラグ		合格		アクセシビリティ権限フラグの設定が必要



		画像のみの PDF		合格		文書が画像のみの PDF ではない



		タグ付き PDF		合格		文書がタグ付き PDF である



		論理的な読み上げ順序		手動チェックが必要		文書構造により論理的な読み上げ順序が決まる



		優先言語		合格		テキスト言語の指定



		タイトル		合格		文書のタイトルがタイトルバーに表示されている



		しおり		合格		大きい文書にしおりが存在する



		色のコントラスト		手動チェックが必要		文書の色のコントラストが適切である



		ページコンテンツ





		ルール名		ステータス		説明



		タグ付きコンテンツ		合格		すべてのページコンテンツがタグ付けされている



		タグ付き注釈		合格		すべての注釈がタグ付けされている



		タブの順序		不合格		タブの順序と構造の順序が一致している



		文字エンコーディング		合格		確実な文字エンコーディングの指定



		タグ付きマルチメディア		合格		すべてのマルチメディアオブジェクトがタグ付けされている



		画面のちらつき		合格		ページで画面のちらつきが発生しない



		スクリプト		合格		アクセシブルではないスクリプトなし



		時間制限のある応答		合格		ページが時間制限のある応答を必要としない



		ナビゲーションリンク		合格		ナビゲーションリンクが繰り返し使用されていない



		フォーム





		ルール名		ステータス		説明



		タグ付きフォームフィールド		合格		すべてのフォームフィールドがタグ付けされている



		フィールドの説明		合格		すべてのフォームフィールドに説明がある



		代替テキスト





		ルール名		ステータス		説明



		図の代替テキスト		合格		図に代替テキストが必要



		ネストされた代替テキスト		合格		読み上げられない代替テキスト



		コンテンツに関連付けられている		合格		代替テキストはいくつかのコンテンツに関連付けられている必要がある



		注釈を隠している		合格		代替テキストが注釈を隠していない



		その他の要素の代替テキスト		合格		代替テキストが必要なその他の要素



		テーブル





		ルール名		ステータス		説明



		行		合格		TR が Table、THead、TBody または TFoot の子である必要がある



		TH と TD		合格		TH と TD が TR の子である必要がある



		ヘッダー		合格		テーブルにヘッダーが必要



		規則性		合格		テーブル内の各行の列数と各列の行数が同じである必要がある



		概要		スキップ		テーブルに概要が必要



		箇条書き





		ルール名		ステータス		説明



		箇条書き項目		合格		LI は L の子である必要がある



		Lbl と LBody		合格		Lbl と LBody は LI の子である必要がある



		見出し





		ルール名		ステータス		説明



		適切なネスト		合格		適切なネスト










先頭に戻る

